













































































































結果がシンガポールでは 4.85％、マレーシアでは 5.70％、そしてタイでは 5.57％と元々
ASEAN諸国の中で相対的に低い値となっている点にも留意する必要がある。






























図表 2 「政治・社会情勢」と「市場規模／成長性」からみる ASEAN諸国の投資先メリット






えば、2011 年 10 月にタイのアユタヤ（Ayutthaya）県などを流れるチャオプラヤ（Chao
Phraya）川流域での洪水がもたらした製造工場の操業停止14）は、回答結果に相応の影響を与
えている可能性がある。したがって、ベトナムのインフラ（電力、物流、通信など）の未整備


































































(注１) 日本貿易振興機構『2013 年度 在アジア・オセアニア日系企業活動実態調査』地域別集計結果表の「Q2. 前年実
績と比べての 2013 年の営業利益見込み」、日本貿易振興機構『2014 年度 在アジア・オセアニア日系企業活動実態
調査』地域別集計結果表の「Q2. 前年実績と比べての 2014 年の営業利益見込み」、そして日本貿易振興機構『2015


































(注１) 日本貿易振興機構『2013 年度 在アジア・オセアニア日系企業活動実態調査』地域別集計結果表の「Q3. 2013 年
の営業利益見込みが改善する理由（MA）」、日本貿易振興機構『2014 年度 在アジア・オセアニア日系企業活動実
態調査』地域別集計結果表の「Q3. 2014 年の営業利益見込みが改善する理由（MA）」、そして日本貿易振興機構














































図表 7 事業拡大の理由（2015 年度)
45.87％84.62％100.00％
161 社297社351 社























































が日本人である、Lotus Clinicは、日本人医師 3名、日本人看護師 3名、日本人スタッフ 2名

































































































8) 2013 年 10月 8 日から 11月 15 日の調査時期に回答した企業の回答が基になっていることに留意する必要





















(注１) 図表中のデータは、以下の資料で確認することができる（2016年 2月 17日現在 JETROの HP で pdfを DLし確
認することができる）。2011 年度調査については、『在アジア・オセアニア日系企業活動実態調査』のスライド番号
3、2012 年度調査については、『在アジア・オセアニア日系企業活動実態調査』のスライド番号 3、2013 年度調査に
ついては、『在アジア・オセアニア日系企業実態調査』のスライド番号 3、2014 年度調査については、『在アジア・
オセアニア日系企業実態調査』のスライド番号 3、そして 2015 年度調査については『アジア・オセアニア進出日系
企業実態調査』のスライド番号 3 で確認することができる。
2011 年 10月
2012 年 12月 18 日
2013 年 12月 12 日
2014 年 12月 16日
2014 年 12月 22 日
2011 年 8月 1 日から 9月 15 日
2012 年 10月 9 日から 11月 15 日
2013 年 10月 8 日から 11月 15 日
2014 年 10月 10 日から 11月 14 日
















12) 各年度の調査結果の抜粋は図表 10 と図表 11 のとおりである。
13) 日本貿易振興機構 JETRO（ジェトロ・ハノイ）『2015 年ベトナム一般概況〜数字で見るベトナム経済
〜』2015 年 8月のスライド番号 46によれば、ベトナムは 15ヵ国中（ASEAN 9ヵ国（ブルネイを除く）、
南西アジアのインド、バングラディッシュ、スリランカ、パキスタンの計 4ヵ国、オセアニアのオースト





























































『2015 年ベトナム一般概況〜数字で見るベトナム経済〜』2015 年 8月のスライド番号 48 と 49 を参照。
16) 日本貿易振興機構 JETRO（ジェトロ・ハノイ）『2015 年ベトナム一般概況〜数字で見るベトナム経済








17) 図表 12 は、回答が求められた年の営業成績について黒字と回答した企業の割合を時系列に示したもので























(注１) 日本貿易振興機構『在アジア・オセアニア日系企業活動実態調査（2011 年度調査）』のスライド番号 3、日本貿易振
興機構『在アジア・オセアニア日系企業活動実態調査（2012 年度調査）』のスライド番号 3、日本貿易振興機構『在
アジア・オセアニア日系企業実態調査（2013 年度調査）』のスライド番号 3、日本貿易振興機構『在アジア・オセア



























(注１) 日本貿易振興機構『在アジア・オセアニア日系企業活動実態調査（2011 年度調査）』のスライド番号 3、日本貿易振
興機構『在アジア・オセアニア日系企業活動実態調査（2012 年度調査）』のスライド番号 3、日本貿易振興機構『在
アジア・オセアニア日系企業実態調査（2013 年度調査）』のスライド番号 3、日本貿易振興機構『在アジア・オセア















(注１) 日本貿易振興機構『在アジア・オセアニア日系企業活動実態調査（2011 年度調査）』のスライド番号 3、日本貿易振
興機構『在アジア・オセアニア日系企業活動実態調査（2012 年度調査）』のスライド番号 3、日本貿易振興機構『在
アジア・オセアニア日系企業実態調査（2013 年度調査）』のスライド番号 3、日本貿易振興機構『在アジア・オセア





24) 2011 年 12月 26日（月）、ホーチミン市で開催された日本人起業家との懇談会時の会話がもとになってい
る。
25) 2011 年 12月 26日（月）、ホーチミン市で開催された日本人起業家との懇談会時の会話がもとになってい
る。
26) 2011 年 12月 26日（月）、ホーチミン市で開催された日本人起業家との懇談会時の会話がもとになってい
る。











(注１) 日本貿易振興機構『2013 年度 在アジア・オセアニア日系企業実態調査』2013 年 12月 12 日、日本貿易振興機構
『2013 年度 在アジア・オセアニア日系企業活動実態調査』地域別集計結果表の「Q2. 前年実績と比べての 2013
年の営業利益見込み」、日本貿易振興機構『2014 年度 在アジア・オセアニア日系企業実態調査』2014 年 12月 16
日、日本貿易振興機構『2014 年度 在アジア・オセアニア日系企業活動実態調査』地域別集計結果表の「Q2. 前
年実績と比べての 2014 年の営業利益見込み」、そして日本貿易振興機構『2015 年度 在アジア・オセアニア進出日
系企業実態調査』2015 年 12月 22 日、日本貿易振興機構『2015 年度 在アジア・オセアニア日系企業活動実態調






(注１) 日本貿易振興機構『2013 年度 在アジア・オセアニア日系企業活動実態調査』地域別集計結果表の「Q3. 2013 年
の営業利益見込みが改善する理由（MA）」、日本貿易振興機構『2014 年度 在アジア・オセアニア日系企業活動実
態調査』地域別集計結果表の「Q3. 2014 年の営業利益見込みが改善する理由（MA）」、そして日本貿易振興機構
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